
令和６年第３回定例記者会見　要旨 

 

 

日時：２０２４年８月２７日(火)　午後２時～ 

場所：神栖市役所本庁舎　３０１会議室 

 

 

■主な議案の説明（総務部長） 

私からは、令和６年第３回 神栖市議会定例会へ提案いたします議案の中から、主

な議案の概要につきまして、説明をさせていただきます。 

 

○議案第１号　固定資産評価審査委員会委員の選任について 

議案第１号につきましては、固定資産評価審査委員会委員の選任についてであり、

栗林　豊委員の任期が令和６年１２月２１日をもって満了することに伴い、人格が高

潔で、固定資産の評価に関し識見を有する同氏を引き続き固定資産評価審査委員会 

委員として選任したいので、地方税法第４２３条第３項の規定に基づき、議会の同意

を求めるものでございます。  

 

○議案第９号　神栖市道路線の認定について 

　議案第１０号　神栖市道路線の変更について 

議案第９号につきましては、神栖市道路線の認定についてであり、市道として整備

した２路線を一般の用に供するため、道路法第８条第２項の規定に基づき、議会の議

決を求めるものでございます。  

また、議案第１０号につきましては、神栖市道路線の変更についてであり、既存の

２路線の起点を変更するため、道路法第１０条第２項及び第３項の規定に基づき、議

会の議決を求めるものでございます。 

なお、議案第９号及び第１０号につきましては、それぞれ、現在建設に向け準備を

進めております（仮称）神栖市特別支援学校の接道に係るものなどの道路認定及び変

更となります。 

 

○議案第１１号　茨城租税債権管理機構規約の変更について 

議案第１１号につきましては、茨城租税債権管理機構規約の変更についてであり、



地方自治法第２８６条第１項の規定により、茨城租税債権管理機構規約を変更するこ

とについて、同法第２９０条の規定に基づき、議会の議決を求めるものでございます。　　　　 

内容としましては、令和６年６月より自治体の森林整備などに必要な財源を確保す

る国税である「森林環境税」を地方税の個人住民税均等割と併せて年額１,０００円

を市町村が賦課徴収しております。このため、令和６年度以降に賦課された個人住民

税の滞納事案についても将来的に茨城租税債権管理機構への移管が見込まれること

から地方自治法第２８６条第１項及び同法第２９０条の規定に基づき同規約の一部

を変更するものでございます。 

 

 

■補正予算の説明（企画部長） 

　提案する補正予算は、一般会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期

高齢者医療特別会計及び下水道事業会計になります。 

補正予算の規模は、一般会計と特別会計を合わせまして、１,６０８万円を増額し、

補正後の額を６３１億８,７９１万８千円とするものです。 

下水道事業会計の補正額は資本的支出を６７５万３千円増額し、補正後の額を１８

億５,７２１万２千円とするものです。 

 

○一般会計 

補正額は、歳入歳出とも７３９万４千円の増額となります。 

主な内容につきましては、神之池緑地内の鉄塔建替工事に伴う伐採補償料が確定し

収入されるため、また、職員の定期人事異動に伴う人件費等について補正予算を計上

するもので、財源としては諸収入等を充てるものでございます。 

　金額につきましては、歳入では、神之池緑地伐採樹木補償料が１億５,６４７万９

千円の増、歳出では人事異動に伴う人件費等が２,２３８万３千円の減などとなって

おります。 

 

○国民健康保険特別会計 

補正額は歳入歳出とも８１万３千円の増額となります。 

補正の内容につきましては、マイナンバーカードと保険証の一体化に係る対応のた

めの経費について、補正予算を計上するもので、財源としては国庫支出金を充てるも

のでございます。 



 

○介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、下水道事業会計 

介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、下水道事業会計につきましては、そ

れぞれ職員の定期人事異動に伴う人件費等について補正予算を計上するものでござ

います。補正額については資料に記載のとおりとなっております。 

 

 

■令和５年度決算の概要の説明（企画部長） 

続きまして「令和５年度決算概要」についてご説明させていただきます。 

 

○会計別の決算総括 

一般会計では、歳入決算額４８５億６,２００万円、歳出決算額４６３億８,３００

万円となり、歳入歳出差引額２１億７,９００万円となりました。 

特別会計につきましては、３つの会計を合わせて歳入決算額１６６億９,１００万

円、歳出決算額１６３億７,３００万円となり、歳入歳出差引額３億１,８００万円と

なりました。 

一般会計と特別会計の合計では、歳入決算額６５２億５,３００万円、歳出決算額　

６２７億５,６００万円となり、歳入歳出差引額は２４億９,７００万円となりました。 

水道事業会計では、収入決算額３７億６,４００万円、支出決算額４２億５,８００

万円となっております。 

　下水道事業会計では、収入決算額２９億４,８００万円、支出決算額３１億３,６０

０万円となっております。 

水道、下水道、両会計ともに収入額より支出額が上回っておりますが、内部で留保

している資金でまかなっております。 

 

○一般会計の歳入の内訳 

決算額は、４８５億６,２００万円となりました。 

市税が約２１８億円と、全体の約４５パーセントを占めております。増減の主な内

容については、諸収入等のうち寄附金が前年度比約１億５,７００万円の増となった

ものの、繰越金が約１６億１,１００万円の減、国庫支出金が約６億４,０００万円の

減となったため、歳入全体では前年度比で約３２億２,３００万円、６.２パーセント

の減となりました。 



 

○一般会計の目的別の歳出内訳 

歳出の総額は、４６３億８,３００万円で、前年度比で２０億３,０００万円、４.２

パーセントの減となりました。 

増減の主な内容については、民生費が、はさき保健・交流センター建設費などの減

により、前年度比約１０億２００万円の減、衛生費が、鹿島地方事務組合分担金など

の増により、約７億３,０００万円の増、教育費が、はさきマリンプール建設費などの

減により、約１１億５,５００万円の減となりました。 

　 

○将来負担額の推移 

　一般会計、水道事業会計、下水道事業会計の市債残高と債務負担行為支出予定額の

合計額の推移について整理したものです。 

昨年度と比べますと、将来負担額については、将来の財政需要や災害に備えて適正

規模の基金残高を確保するため、適債事業に市債を積極活用したことにより、一般会

計における市債の発行額が増加し、前年度比約１５億２,４００万円の増となりまし

た。 

　今後は、公共施設の改修や更新を中心とした事業の増加が見込まれますが、将来負

担が急激な増加とならないよう、健全な財政運営に努めてまいります。 

 

○積立基金残高の推移　 

　令和５年度末の基金残高は、約７３億４,９００万円と、前年度比約４,６００万円

の増となりました。財政調整基金は昨年度とほぼ同程度になっていますが、ふるさと

づくり基金への積立額などが増加したことによるものでございます。 

　 

○実質公債費の比率と将来負担の比率 

実質公債費の比率は、家計に例えますと、その年のローンなど借金の返済額が、１

年間の収入に対する割合を示すもので、３か年の平均値で算出されるものです。 

令和５年度は４.２パーセントとなり、前年度より０.５ポイント上昇しましたが、

早期健全化基準である２５パーセントという指標を大幅に下回っているため、市の財

政運営は健全であると言えます。 

次に、将来負担の比率でございますが、家計に例えますと、将来にわたって返済し

なければならない借金から、返済に充てる貯金額等を差し引いた額が、１年間の収入



に対してどれだけあるかを示すものでございます。 

令和５年度はこの比率が２７.８パーセントとなり、前年度より４.３ポイント上昇

しましたが、早期健全化基準である３５０パーセントという指標を大幅に下回ってい

るため、市の財政運営は健全であると言えます。 

今後も、経常経費の見直しと財源確保に努めるとともに、将来負担の適正化に努め

てまいります。 

 

 


